
南西諸島海域マチ類資源回復計画の評価・総括

１ 計画の概要（資源回復計画公表：平成１７年４月１５日）

(1) 計画作成時における資源の現状と回復の必要性
南西諸島海域におけるマチ類は、鹿児島県では熊毛・奄美海域、沖縄県

では本島・先島周辺の水深 100m 以深の曽根付近で底魚一本釣漁業と底建
はえ縄漁業で漁獲される（図１）。

1960 年以降、鹿児島・沖縄両県におけるマチ類全体の漁獲量は 1970 年
代後半から 1980 年代中頃にピークに達し、その後急激に減少している。2000
年代中頃以降は、鹿児島・沖縄両県共にピーク時の 1/7 ～ 1/10 まで減少し
ている（図２）ため、資源水準は低位で、更に減少する傾向にあると判断
されることから、当該資源を持続的に利用していくためには資源回復のた
めの取組みが必要である。

(2) 回復計画の目標（対象魚種：アオダイ、ヒメダイ、オオヒメ、ハマダイ）
本計画海域でのこれ以上の資源量の減少傾向を抑え、維持することを目

標（沖縄海域の計画開始前年の 2004 年の資源量推定値 3,315 トン）とする。

(3) 対象漁業
底魚一本釣漁業、底建はえ縄漁業

(4) 計画期間
平成 17 年度～ 25 年度（2005 年度～ 2013 年度）

（資源回復計画作成要領の廃止に伴い、平成 23 年度（2011 年度）で終了）

資料２－６－１

図１ マチ類の分布及び漁場図
出典：「平成21年度我が国周辺水域の漁業資源評価」

（水産庁増殖推進部、(独)水産総合研究センター作成）

図２ 沖縄県のマチ類の漁獲量（主要４種以外も含む）
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(5) 資源回復のために講じる措置
○ 漁獲努力量の削減措置（表１）
① 保護区の設定

2005 年度～ 2009 年度まで 18 区、2010 年度から 22 区の保護区を設
定する。

② 小型魚の保護
③ その他

漁獲可能な時期であってもハマダイを主な漁獲対象としない（鹿児
島海域（熊毛海域・奄美海域）の期間保護区内）。
（必要に応じ、対象資源の動向を勘案しつつ、休漁期間及び保護区域
の追加あるいは効率化のための見直し等を検討。）

２ 取組の実施状況
○ 漁獲努力量の削減措置

① 保護区の設定
② 小型魚の保護（漁場移動、釣針の推進変更）
③ その他

漁獲可能な時期であってもハマダイを主な漁獲対象としなかった。

表１ 漁獲努力量削減措置一覧

措 置 内 容

鹿児島海域
（熊毛海域・奄美海域） 沖縄海域

保護区の ・2005年度～2009年度 ・2005年度～2009年度
設定 周年（6区）、期間（10区） 周年：2区

・2010年度～2011年度 ・2010年度～2011年度
周年（4区）、期間（13区） 周年（1区）、期間（4区）

小型魚の ・小型のハマダイが漁獲さ ・尾叉長30cm未満のハマダ
保護 れた場合は漁場移動 イ、20cm未満のアオダイ、 ヒ

メダイ及びオオヒメが釣れ た
場合、漁場を移動あるいは 釣
針の水深を変更。

その他 漁獲可能な時期であっても
ハマダイを主な漁獲対象と
しない。



３ 資源の水準・動向、目標の達成状況等

(1) 資源の水準・動向
平成 23 年度我が国周辺水域の漁業資源評価によれば、マチ類４種の資源

の水準は低位、動向はアオダイ、ヒメダイ、オオヒメが横ばい、ハマダイ
は増加傾向にある（図３）。

(2) 目標の達成状況
2010 年の資源量推定値 3,900 トンとなり、目標値（3,315 トン）を 18 ％

上回ったことから目標は達成された（図３）。

４ 計画の評価・総括

(1) 対象資源の維持・回復における効果
資源回復計画の下で保護区（周年、期間休漁）の設定、小型魚の保護に

取り組んだことにより、産卵親魚の確保が図られ、資源動向は、ハマダイ
は増加傾向、アオダイ、ヒメダイ及びオオヒメは横ばい傾向の維持等に効
果があったものと考えられる。

(2) 資源管理体制の維持・強化における効果
南西諸島海域で操業する漁業者は、漁業者協議会等での協議に基づき自

主的に資源管理に取り組んできた。資源回復計画が策定された 2005 年度以
降は、4 県の行政・試験研究機関、水産総合研究センター、国で構成する
行政・研究担当者会議（毎年２回）を開催し、科学的知見に基づく資源動
向、必要な管理方策等の情報共有を図り、漁業者協議会において各県の行
政から情報提供を行った。このような取組を通じて、資源管理に対する漁
業者の認識がより強固なものとなり、管理方策の見直しを行う等、資源管
理体制の強化が図られた。

(3) 今後の方向性
南西諸島海域で操業する沖縄県、鹿児島県、熊本県のマチ類漁業者代表、

関係県行政・研究機関、西海区水産研究所、沖縄総合事務局及び九州漁業
調整事務所で構成する「マチ類広域資源管理検討会議」を設立するととも
に、2012 年度から 2013 年度までの 2 年間、「マチ類広域資源管理方針」の
下で資源管理（保護区の設定、小型魚の保護）に取り組む。また、本方針
は関係県の資源管理指針に反映することとしている（図４）。

図３ 南西諸島海域におけるマチ類の推定資源量の推移
資料：沖縄県水産海洋研究センター調べのデータを基に(独)水産総合研究センター

西海区水産研究所石垣支所が分析して作成。

図４ 今後の資源管理実施体制
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な情報の収集

役割：広域資源管理方針の作成・見直し（目標、管理方策）

南西諸島海域マチ類広域資源管理検討会議

【構成員】
漁業者代表：沖縄県、鹿児島県、熊本県

県 庁：沖縄県、鹿児島県、熊本県
研究機関：西水研
国：水産庁（九調）、沖縄総合事務局

【事務局】 水産庁（九調）


